
農地台帳非登載確認申請書

不動産登記法（平成16年法律第123号）に基づく地目変更に係る土地の表示に関

する登記申請に使用するため、下記の土地が農地台帳に登載されていないことを確

認願いたく申請します。

年 月 日

（土地所有者） 住 所

氏 名

高山市農業委員会 様

記

１．土地の表示

土 地 の 所 在 地 番
地 目 面 積

（㎡）
備 考

登記簿 現 況

計

２．土地現況の詳細等

農 地 台 帳 非 登 載 確 認 書

第 号

上記の土地が農地台帳に登載されていないことを確認した。

年 月 日

高山市農業委員会



農 地法 の適 用を 受け ない 土地 の現 況確 認申 請（ 農地 台帳 非登 載確 認書 ）

農 地法 第２ 条第 １項 に規 定す る農 地又 は採 草放 牧地 でな い土 地の 所有 者は 、農 業委

員 会に 農地 台帳 非登 載確 認申 請書 を提 出し 、そ の確 認を 受け るも のと する 。

こ の確 認の 対象 とな る土 地は 、農 振農 用地 以外 の土 地で 次の もの 。

①耕 作さ れず 山林 原野 化し ２０ 年以 上経 過し たも の

②住 宅等 (※ 1)が 建築 され ２０ 年以 上経 過し た土 地（住 宅等 の敷 地の 一部 とし て一 体

利 用 (※ 2)さ れて いる もの を含 む）

③農 地法 適用 除外 のも の。

※ 1 不 動産 登記 簿又 は固 定資 産税 課税 台帳 に家 屋と して 登載 され てい る建 築物

※ 2 固 定資 産税 評価 基準 にお いて 一体 の宅 地と して 評価 され るも ので 、そ の利 用状

況 や所 有形 態か らも 当該 土地 単体 での 利用 がで きな いと 判断 され るも の。

（ 添付 書類 ）

■ 申 請書 （ 2 部 ）： 押印 省略 の場 合は 、申 請者 の写 真付 き身 分証 明書 の写 しを 添付

■ 現 況写 真（ 申請 地を 赤枠 等で 囲み 、現 状と 範囲 がわ かる よう にす るこ と）

■ 法 人に あっ ては、定 款（宗 教法 人は 規則 、地 縁に よる 団体 は規 約）又 は法 人全 部事

項 証明

■ 土 地全 部事 項証 明書：申 請地 の全 ての 筆が 必要（登 記情 報サ ービ スの プリ ント アウ

ト は不 可、 照会 番号 付き 登記 情報 は可 ）

■ 公 図： 法務 局又 は、 市役 所税 務課 で取 得（ オン ライ ン請 求の もの 可、 コピ ー可 ）

■ 位 置図（転 用予 定位 置及 び付 近の 状況 を示 す図 面）：縮 尺 10,000 分 の 1～ 50,00

0 分 の 1 程 度の 白図 等に 申請 位置 、方 位、 縮尺 を表 示

■ 申 請土 地付 近の 現況 を示 す図 面： 住宅 地図 等に 申請 位置 を示 す（ 色囲 み等 ）

■ 配 置図：縮 尺 200分 の 1～ 2,000分 の 1程 度、建 物又 は施 設の 面積 、位 置、形 状を 示す

■ 建 物又 は施 設の 平面 図

■ 家 屋の 全部 事項 証明、固 定資 産課 税資 料（名 寄せ 、課 税明 細）、市 税務 課や 国土 地

理 院で 提供 する 航空 写真 など 、現 況が 農地 又は 採草 放牧 地で なく なっ てか ら２ ０年 を

経 過し てい るこ とを 示す 公的 機関 が発 行す る証 明書 等

■ 農 地法 適用 除外 のも のは その 内容 がわ かる 書類

■ そ の他 、農 地転 用許 可申 請の 添付 書類 に準 じる 必要 な書 類


